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障がい者のサービス
　身体障害者手帳・療育手帳・精神障害
者保健福祉手帳をお持ちのかたを対象と
した福祉サービスのご紹介です。

サービス 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

医療費
助成制度

重度の障がい者（身体障害者手帳1、2、3級・療育手帳Ⓐ、Ａ、Ⓑ）
の保険診療の自己負担について助成。

[自立支援(更生・育成)医療]
障がいを除去または軽減するための医療費について助成。
　・人工透析療法、人工関節置換術など

[自立支援(精神通院)医療]
在宅の精神障がい者の通院による精神
医療費の助成。（窓口は保健センター）

特別児童
扶養手当

重度または中度の障がいのある20歳未満の児童を監護している保護者に支給。
　・１級月額50,400円　・２級月額33,570円（平成24年４月に額改定）

特別障害者
手当

日常生活において常時特別の介護を必要とする重度の障がいがある、在宅の20歳以上の方に支給。
　・月額26,260円（平成24年４月に額改定）

障害児
福祉手当

日常生活において常時介護を必要とする重度の障がいがある、在宅の20歳未満の児童に支給。
　・月額14,280円（平成24年４月に額改定）

心身障害者
福祉年金

町内に1年以上居住する、世帯所得が300万円未満の20歳以上の障が
い者（身体障害者手帳1、2、3級・療育手帳Ⓐ、Ａ、Ⓑ）に支給。
　・月額2,000円

重度心身障害者
介護手当

手当の障害程度基準を満たす、５歳以上20歳未満の障がい児の保護者
に支給。　・月額3,000円または月額4,000円

心身障害者
扶養共済

保護者が死亡または重度障がい者となった場合に、障がい者に支給。
　・掛金一口月額20,000円（所得に応じて、掛金の半分が町から助成されます。）

障害福祉
サービス

障がいのある方の日常生活を援助し、自立をするための支援。
　居宅介護、就労訓練、施設入所など　※事前に障害程度区分の認定が必要な場合があります。

障害児
通所支援

障がいにより療育が必要な児童に対して行う給付。
　児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援

地域生活
支援事業

地域特性に応じて、障がいのある方の社会生活を援助するための支援。
移動支援事業、地域活動支援センター事業、日中一時支援事業、配食サービス、訪問理美容サービス、緊
急通報システム、自動車運転免許取得・自動車改造費助成、成年後見制度利用支援事業など

補装具費
の支給

身体障がいを補うための用具購入・修理費用の助成。
　・補聴器、車いす、義肢など

日常生活用具
の給付

障がい者の日常生活がより円滑に行われるための用具購入費用の助成。
　・入浴補助用具、ストマ用装具、聴覚障害者用通信装置（FAX）など

手話通訳者
派遣

聴覚に障がいのある方などに手話通訳者派遣。 
依頼は社会福祉課のFAXやEメールでも可。
　社会福祉課Eメール：hukushi@town.kaita.lg.jp
※Eメールの際は、必ず件名に「手話通訳者派遣依頼」と

入れ、派遣についての詳細を入力してください。メー
ルにて依頼調整をします。

税制上の優遇 所得税、住民税や自動車税や新マル優制度など、税制面での優遇。

その他

思いやり駐車場利用証交付、水道料金の減免、町営住宅への入居優先、NHK放送受信料の減免、障害基礎年金、
有料道路通行料金の割引、生活福祉資金の貸付、運賃割引（ＪＲ、県内旅客船、バス、電車、アストラムライン、
県内タクシー）、駐車禁止規制の適用除外、NTT無料番号案内、携帯電話基本使用料等割引、特別障害給付
金など

［担当課］　
社会福祉課（☎823 -9 2 0 7 ／58 2 3 -9 6 2 7）

くらしの中の消費者トラブル 町民サービス室　☎8 2 3 - 9 2 1 9

「普通に住んでいたのに敷金がほとんど戻らない」
■相談内容■
　6年間住んでいた賃貸住宅を退去した。敷金を22
万円預けていたが、原状回復経費として21万円が必
要なので、1万円しか返さないという。経費の内訳
には「ハウスクリーニング」「畳の張替え」「クロス
の張替え」「ふすまの張替え」などが書いてあった。
　賃借契約書には、退去時に「畳の表替え」「ふす
まの張替え」は負担するとの特約は記載されている。
自分が不注意で壊したものは支払うが、それ以外の
ものも請求されていて、それぞれの請求単価も高い
と思う。
　納得できないが、どうすればよいか。（60歳代男性）

■アドバイス■
　国の「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」の
考え方を説明し、家主と借主の負担区分の事例を参考
にして、修理明細書により話し合うことを勧めました。
　話し合いで解決できない場合には、敷金トラブルの
解決に適した方法として、簡易裁判所で話し合う「調
停」や「小額訴訟制度」などについても説明しました。

■相談窓口■
海田町消費生活相談コーナー　☎823 ｰ 9219
　受付◆木曜日９時30分～16時（12時～13時を除く）
　場所◆町民サービス室
広島県生活センター　☎223 ｰ 6111
　受付◆月～金曜日９時～16時（12時～13時を除く）
　場所◆広島市中区基町10 ｰ 52（県庁農林庁舎１階）

①山
岡 

寛
次

町

海
田
町
長

長
コココ
ラララ
ムムム
⑩

畝
保
育
所
と
ふ
る
さ
と
館

　

桜
の
季
節
と
と
も
に
今
日
か
ら
新

年
度
の
始
ま
り
で
す
。

　

さ
て
、
今
年
度
の
目
玉
政
策
の
一

つ
と
も
い
え
る
「
畝
保
育
所
再
整
備

事
業
」
が
、
残
念
な
が
ら
実
施
困
難

な
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
事

業
は
、
保
育
環
境
の
改
善
を
図
る
た

め
、
老
朽
化
し
た
建
物
を
今
の
場
所

か
ら
現
ふ
る
さ
と
館
敷
地
に
移
転
し

建
て
替
え
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

　

と
こ
ろ
が
３
月
定
例
町
議
会
に
お

い
て
、
畝
保
育
所
の
移
転
予
定
地
で

あ
る
ふ
る
さ
と
館
を
廃
止
す
る
た
め

の
条
例
案
が
否
決
さ
れ
、
ふ
る
さ
と

館
の
解
体
費
用
も
当
初
予
算
か
ら
削

除
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
移
転
先
の
な

い
状
態
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

長
年
、
畝
保
育
所
で
は
、
築
40
年

を
超
え
る
建
物
の
老
朽
化
問
題
の
ほ

か
、
送
迎
用
の
駐
車
場
が
な
い
こ
と

や
県
道
か
ら
の
進
入
路
が
狭
い
こ
と

か
ら
、
保
護
者
と
近
隣
住
民
と
の
間

で
、
ト
ラ
ブ
ル
が
絶
え
な
い
と
い
う

課
題
が
あ
り
ま
し
た
。
そ
こ
で
昨
年

８
月
に
保
護
者
か
ら
町
議
会
に
対
し

て
こ
れ
ら
の
課
題
を
解
決
す
る
た
め

現
ふ
る
さ
と
館
敷
地
に
畝
保
育
所
を

建
て
替
え
る
よ
う
請
願
書
が
提
出
さ

れ
、
12
月
町
議
会
に
お
い
て
請
願
が

採
択
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
趣
旨
を
踏

ま
え
、
町
と
し
て
関
連
予
算
や
条
例

を
３
月
議
会
に
提
案
し
た
も
の
で

す
。
以
前
か
ら
ふ
る
さ
と
館
の
解
体

に
は
慎
重
審
議
等
を
求
め
る
意
見
が

あ
り
ま
し
た
が
、
事
業
の
緊
急
性
、

実
現
性
の
ほ
か
敷
地
条
件
、
交
通
ア

ク
セ
ス
、
経
済
性
等
を
総
合
的
に
勘

案
し
た
結
果
、
現
計
画
案
が
最
適
で

あ
る
と
判
断
し
ま
し
た
。

　

な
お
、ふ
る
さ
と
館
に
つ
い
て
は
、

平
成
７
年
の
建
物
で
す
が
、
入
館
者

は
決
し
て
多
い
と
は
い
え
ま
せ
ん
。

こ
れ
を
西
国
街
道
沿
い
の
千
葉
家
住

宅
周
辺
に
移
転
す
れ
ば
、
周
囲
の
歴

史
資
源
を
生
か
し
た
新
た
な
回
遊
性

や
賑
わ
い
の
創
出
に
も
つ
な
が
り
、

よ
り
多
く
の
人
々
に
町
の
歴
史
や
文

化
を
知
っ
て
い
た
だ
け
る
と
考
え
て

い
ま
す
。

　

今
後
と
も
子
育
て
や
歴
史
文
化
の

両
立
す
る
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
し
、

粘
り
強
く
町
議
会
に
対
し
て
理
解
を

求
め
、
早
期
に
「
畝
保
育
所
再
整
備

事
業
」
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
た
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

※障害者手帳の申請は、身体障害者手帳・療育手帳は社会福祉課、精神障害者保健福祉手帳は保健センターで受け付けます。
　各サービスを受けるためには、それぞれ申請が必要で、障がいの程度や所得などの要件を満たす必要があります。サービスの申

請方法など、詳しくはお問い合わせください。

　宗教法人はもちろんですが、個人においても自分
の土地にお墓を建てる場合は、町への申請が必要に
なります。周りにお墓が建っているからといって、
建てても大丈夫なわけではありません。
　また、改葬（お墓または納骨堂から全ての遺骨を
移すこと）する場合も町への許可申請が必要になり

ます。
　これは「墓地、埋葬等に関する法律」で定められ
ており、墓地の管理などが公衆衛生やその他公共の
福祉の観点から、支障なく行われることを目的とす
るものです。住みよい地域を作っていくために、き
ちんと手続きを行いましょう。

お墓の手続きは適切に 生活安全課　☎8 2 3 - 9 2 0 8 　 58 2 3 - 7 9 2 7


